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第１章 総則

（目的）

第１条 この訓令は、防衛諸計画の作成等について必要

な事項を定め、統合機動防衛力の構築を推進するとと

もに、自衛隊の隊務を計画的かつ組織的に管理し、及

び隊務運営の能率向上を図り、もってその任務を効率

的に達成することを目的とする。

（用語の意義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。

⑴ 官房長等 大臣官房長、各局長、統合幕僚長、陸

上幕僚長、海上幕僚長、航空幕僚長、情報本部長及

び防衛装備庁長官をいう。

⑵ 各幕僚長 統合幕僚長、陸上幕僚長、海上幕僚長

又は航空幕僚長をいう。

⑶ 部隊等の長 陸上自衛隊、海上自衛隊又は航空自

衛隊の部隊又は機関の長をいう。

⑷ 大綱 閣議において決定される防衛計画の大綱を



いう。

⑸ 中期計画 閣議において決定される中期的な防衛

力整備計画をいう。

⑹ 技術動向見積り 装備品等の研究開発に関する訓

令（平成２７年防衛省訓令第３８号）第７条に規定

する技術動向見積りをいう。

⑺ 長期情報見積り 情報業務の実施に関する訓令（

平成１８年防衛庁訓令第２１号）第１９条に規定す

る長期情報見積りをいう。

（防衛諸計画）

第３条 防衛諸計画は、防衛力の整備、維持及び運用に

関する計画等であって、次に掲げるものとする。

⑴ 統合機動防衛力の構築のための一連の取組によっ

て作成される防衛力指針、統合運用構想、能力分析

及び能力評価

⑵ 年度業務計画

⑶ 柔軟に選択される抑止措置に関する指針

⑷ 防衛、警備等に関する計画



２ 前項第１号の一連の取組によって作成される防衛力

指針等の意義は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定めるものとする。

⑴ 防衛力指針 技術動向見積り及び長期情報見積り

を踏まえて作成される防衛力に関する指針であって

、大綱に基づき整備する防衛力により対処すべき事

態及び事態の様相（以下「事態等」という。）を明

らかにするもの

⑵ 統合運用構想 防衛力指針において明らかにされ

た事態等への対処のための統合運用の構想であって

、当該対処の基本方針及び具体的な要領を明らかに

するもの

⑶ 能力分析 能力評価の作成に資することを目的と

して、防衛力指針及び統合運用構想に基づき、統合

運用の観点から自衛隊全体の機能及び能力に着目し

て、主として中期的な安全保障環境を前提とした努

めて科学的な手法による防衛力の分析を通じ、その

重大な不備又は不足を導出するための基礎となる情



報（次号において「基礎情報」という。）を明らか

にするもの

⑷ 能力評価 中期的な防衛力の整備において重視す

べき事項の導出に資することを目的として、防衛力

指針及び統合運用構想に基づき、統合運用の観点か

ら自衛隊全体の機能及び能力に着目して、主として

長期的な安全保障環境を前提とした努めて科学的な

手法による防衛力の分析を通じ、基礎情報を明らか

にしつつ、防衛力の重大な不備又は不足を明らかに

するもの

３ 第１項第２号の年度業務計画は、中期計画を踏まえ

て、予算の見積り及び執行の基礎とすることを目的と

して、対象とする年度において実施すべき防衛力の整

備、維持等に係る事項について、その達成目標及び達

成方途を明らかにするものをいい、次の各号に掲げる

計画ごとに、それぞれ当該各号に定める事項について

定めるものとする。

⑴ 基本計画 計画の方針及び統合幕僚監部に係る別



表第１又は自衛隊に係る別表第２に掲げる区分に応

じて、努めて具体的に標示した達成目標及び達成方

途

⑵ 細部計画 計画の方針及び統合幕僚監部に係る別

表第１又は自衛隊に係る別表第２に掲げる区分に応

じて、各幕僚長が定める細部区分に従い、詳細に標

示した達成目標（必要に応じて、その実施の時期及

び所要の人員、資材、経費等を具体的に標示した達

成方途）

４ 第１項第３号の柔軟に選択される抑止措置に関する

指針は、年度業務計画の実施により整備、維持等され

る防衛力を参考として、我が国に対する外部からの武

力攻撃を抑止するため、各種事案の発生及び発生した

事案の悪化を防衛省・自衛隊が防止する場合における

基本的事項等について示すものをいう。

５ 第１項第４号の防衛、警備等に関する計画は、年度

業務計画の実施により整備、維持等される防衛力を参

考として、我が国に対する外部からの武力攻撃が発生



した事態、我が国に対する外部からの武力攻撃が発生

する明白な危険が切迫していると認められるに至った

事態、我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻

撃が発生し、これにより我が国の存立が脅かされ、国

民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底から覆され

る明白な危険がある事態及び間接侵略その他治安維持

上重大な事態が生起した際に自衛隊が対処する場合に

おける基本的事項等について定めるものをいう。

（関係機関の協力）

第４条 防衛省本省の内部部局、防衛大学校、防衛医科

大学校、防衛研究所、統合幕僚監部、陸上自衛隊、海

上自衛隊、航空自衛隊、情報本部、防衛監察本部、地

方防衛局及び防衛装備庁（次項において「関係機関」

という。）は、防衛諸計画の作成等に関し相互に密接

に協力しなければならない。

２ 各幕僚長は、年度業務計画及び防衛、警備等に関す

る計画の作成、見直し又は修正に当たっては、あらか

じめ関係機関と調整するものとする。



第２章 統合機動防衛力構築委員会の取組

（統合機動防衛力構築委員会の設置）

第５条 第３条に規定する防衛力指針等の作成を含む統

合機動防衛力の構築を推進するために必要な取組を実

施させるため、防衛省に統合機動防衛力構築委員会（以

下「委員会」という。）を置く。

（委員会の構成等）

第６条 委員会は、委員長、委員長代理、副委員長及び

委員をもって構成する。

２ 委員長は防衛副大臣を、委員長代理は防衛大臣政務

官を、副委員長は事務次官をもって充てる。

３ 委員長は、委員会を招集し、会務を総理する。

４ 委員長代理は、委員長が不在の場合、その職務を代

理する。

５ 副委員長は、委員長を助け、会務を整理する。

６ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。

⑴ 防衛審議官

⑵ 大臣官房長



⑶ 防衛政策局長

⑷ 整備計画局長

⑸ 人事教育局長

⑹ 地方協力局長

⑺ 衛生監

⑻ 統合幕僚長

⑼ 陸上幕僚長

⑽ 海上幕僚長

⑾ 航空幕僚長

⑿ 情報本部長

⒀ 防衛装備庁長官

⒁ その他委員長の指名する者

７ 委員長は、必要があると認めるときは、関係者の出

席を求め、意見を述べさせ又は資料の提出を求めるこ

とができる。

８ 委員長は、議案の性質により委員を限定する必要が

あると認めるときは、第６項に掲げる委員のうち一部

のものをもって委員会を開催することができる。



９ 委員会における審議に必要な作業を行い、委員会に

おける取組を補佐させるため、委員会の下に、作業部

会を置く。

１０ 作業部会の構成は、委員長が指名する委員が定め

るものとする。

１１ 委員会及び作業部会の庶務は、防衛政策局防衛政

策課及び整備計画局防衛計画課において処理する。

１２ 前各項に定めるもののほか、委員会及び作業部会

の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。

（防衛大臣による指示）

第７条 委員会が作成するもののうち、第３条第２項第

３号の能力分析又は同項第４号の能力評価の作成につ

いては、防衛大臣が委員会に対してそれらの作成を指

示する。

２ 前項の規定による指示においては、将来の防衛力に

関する基本的構想その他能力分析又は能力評価の作成

に当たって指針とすべき事項を示す。

３ 第１項の規定による指示が発せられる時期は、次の



各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める時期とす

る。

⑴ 能力分析の作成の指示 原則として、中期計画の

策定の日から起算して１年以内

⑵ 能力評価の作成の指示 原則として、中期計画の

策定の日から起算して３年以内

４ 防衛大臣は、必要に応じて、適切な時期に、第１項

の規定による指示を修正する。

５ 前各項に規定するもののほか、防衛大臣は、委員会

に対し、統合機動防衛力の構築を推進するため必要な

取組の実施を指示する。

（防衛力指針の作成）

第８条 委員会は、防衛大臣から前条第１項の規定によ

り能力分析又は能力評価の作成の指示があったときは

、作業部会から委員会に対し、防衛力指針の案を提出

させるものとする。

２ 委員会は、前項に規定する案の提出があったときは

、審議の上、防衛力指針を作成するものとする。



（統合運用構想の作成）

第９条 委員会は、前条第２項の規定により防衛力指針

を作成したときは、作業部会から委員会に対し、統合

運用構想の案を提出させるものとする。

２ 委員会は、前項に規定する案の提出があったときは

、審議の上、統合運用構想を作成するものとする。

（能力分析の作成）

第１０条 委員会は、防衛大臣から能力分析の作成を指

示された場合であって、前条第２項の規定により統合

運用構想を作成したときは、作業部会から委員会に対

し、能力分析の案を提出させるものとする。

２ 委員会は、前項に規定する案の提出があったときは、

審議の上、能力分析を作成するものとする。

（能力評価の作成）

第１１条 委員会は、防衛大臣から能力評価の作成を指

示された場合であって、第９条第２項の規定により統

合運用構想を作成したときは、作業部会から委員会に

対し、能力評価の案を提出させるものとする。



２ 委員会は、前項に規定する案の提出があったときは

、審議の上、能力評価を作成するものとする。

第３章 年度業務計画

（防衛大臣による指示）

第１２条 防衛大臣は、必要に応じて、各幕僚長に対し

、年度業務計画の作成に際し指針とすべき事項を示す。

（作成等）

第１３条 各幕僚長は、毎年度、基本計画をその計画の

対象とする年度の前年度の所要の時期までに概算要求

の基礎となる計画案を作成し、予算の成立後、直ちに

所要の修正を行い、原則として当該年度開始前に防衛

大臣の承認を得るものとする。

２ 各幕僚長は、毎年度、細部計画を所要の時期までに

作成し、防衛大臣に報告するものとする。

３ 統合幕僚長は、陸上幕僚長、海上幕僚長又は航空幕

僚長に対し、年度業務計画の作成に先立ち、年度業務

計画の作成に際して部隊等の運用の円滑化を図る観点

から重視すべき事項を通知することができる。



４ 陸上幕僚長、海上幕僚長又は航空幕僚長は、年度業

務計画の作成に当たっては、前項の通知を参考とする

ものとする。

５ 各幕僚長は、基本計画に重要な修正を加える必要が

生じた場合には、速やかに、修正の上防衛大臣の承認

を得るものとする。

６ 各幕僚長は、細部計画に重要な修正を加える必要が

生じた場合には、速やかに、修正の上防衛大臣に報告

するものとする。

（部隊等の年度業務計画）

第１４条 各幕僚長は、必要があると認める場合には、

部隊等の長に対し、当該部隊等の年度業務計画の作成

を指示するものとする。

２ 前項の規定により部隊等の長が作成する計画の作成

等に関し必要な事項は、各幕僚長が定める。

（実施状況報告）

第１５条 各幕僚長は、年度業務計画に対する業務実施

の進行の度合い、その能率及び業務実施中に生じた重



要な事項等を常に分析検討し、計画とその実施を調整

するとともに、実施した結果を当該年度の終了後、速

やかに、防衛大臣に報告するものとする。

（委任）

第１６条 本章に定めるもののほか、年度業務計画の作

成等に関し必要な事項は、各幕僚長が定める。

第４章 柔軟に選択される抑止措置に関する指針

（柔軟に選択される抑止措置に関する指針の作成）

第１７条 防衛大臣は、柔軟に選択される抑止措置に関

する指針を作成する。

２ 防衛大臣は、必要があると認める場合には、前項の

規定により作成した柔軟に選択される抑止措置に関す

る指針を見直し、必要に応じて修正する。

３ 防衛政策局長は、防衛大臣が柔軟に選択される抑止

措置に関する指針を作成する際、関係する官房長等と

調整の上、防衛大臣を補佐するものとする。

（実施のための細部事項の規定）

第１８条 事務次官は、柔軟に選択される抑止措置に関



する指針の実施に必要な事項について定めるものとす

る。

２ 事務次官は、柔軟に選択される抑止措置に関する指

針が修正された場合には、当該指針に準拠して、前項

の規定により定めた事項を見直し又は修正するものと

する。

第５章 防衛、警備等に関する計画

（防衛、警備等に関する計画の作成等）

第１９条 防衛、警備等に関する計画の作成等に関し必

要な事項は、別に定める。

附 則（抄）

（施行期日）

１ この訓令は、平成２７年１０月１日から施行する。

附 則

この訓令は、平成２８年３月２９日から施行する。

附 則

この訓令は、平成２９年４月１２日から施行する。



別表第１（第３条第３項関係）

１ 編成事項

２ 情報通信事項

３ 部隊運用事項（第３条第５項に規定する防衛、警

備等に関する計画に係るものを除く。）

４ 人事・衛生事項

５ 教育訓練事項

６ 装備事項

７ 施設事項

８ 研究開発事項

９ その他の事項

備考：この表の区分のうち、「その他の事項」におい

ては、第１項から第８項までに掲げる事項に該当す

るもののほか、防衛交流、広報等重視すべき事項に

ついて示すものとする。



別表第２（第３条第３項関係）

１ 編成事項（第４項の運用支援事項に関するものを

除く。以下第３項及び第５項から第８項までにおい

て同じ。）

２ 情報事項（部隊運用事項に関するものを除く。）

３ 情報通信事項

４ 運用支援事項

５ 人事、衛生事項

６ 教育訓練事項

７ 装備事項

８ 施設事項

９ 研究開発事項

１０ その他の事項

備考：この表の区分のうち、「その他の事項」におい

ては、第１項から第９項までに掲げる事項に該当す

るもののほか、防衛交流、広報等重視すべき事項に

ついて示すものとする。


